
法人名：日本学生支援機構

1
（一社）東京臨海副都心まちづくり協
議会

会費（正会員、年会費） 669,000
延床面積10万㎡以下

669,000
令和3年5月14日

東京国際交流館は臨海副都心地域に施設を有し、その土地の一部について東京都と土地賃貸借契約を締結しているが、この土地賃貸借契約書第18条に定める「まちづくりへの協力」
に基づき支出する必要があるため。

法人会費（法人会員、年会費） 10,000 10,000 令和3年6月29日
国家公務員の給与実務等に係る最新情報や実例について包括的に学ぶことで機構の人事及び給与事務の適正な実施に資するよう、給与実務（人事院勧告、公務員の俸給関係、諸
手当関係）、人事実務及び職員相談実務の情報を得るため。
※令和3年度 公務人材開発協会員年会費

研修費 19,250 19,250 令和3年9月14日
給与事務の適正な実施に資するよう、同財団が主催する給与実務（諸手当関係）の研修会に参加することにより、国家公務員の人事・労務実務等に係る最新情報や実例について包括
的に学ぶため。
※給与実務研修会（諸手当関係）参加費　1名分　8/30

研修費 14,300 14,300 令和3年11月26日
給与事務の適正な実施に資するよう、同財団が主催する給与実務（非常勤職員制度関係）の研修会に参加することにより、国家公務員の人事・労務実務等に係る最新情報や実例につ
いて包括的に学ぶため。
※給与実務研修会（非常勤職員制度関係）参加費　1名分　10/5

研修費 14,300 14,300 令和3年11月26日
給与事務の適正な実施に資するよう、同財団が主催する給与実務（分限・懲戒処分関係）の研修会に参加することにより、国家公務員の人事・労務実務等に係る最新情報や実例につ
いて包括的に学ぶため。
※給与実務研修会（分限・懲戒処分関係）参加費　1名分　10/8

研修費 19,250 19,250 令和3年11月26日
給与事務の適正な実施に資するよう、同財団が主催する給与実務（苦情相談関係）の研修会に参加することにより、国家公務員の人事・労務実務等に係る最新情報や実例について包
括的に学ぶため。
※給与実務研修会（苦情相談関係）参加費　1名分　11/5

研修費 35,000 17,500 令和3年9月24日
機構全体の業務の向上と運営の効率化及び職場人間関係の向上に資するよう、今後の法人のあり方、業務の遂行及び職員を管理・監督するために必要な知識・技能を学ぶため。
※文部科学省文教団体共同職員研修会（第１回）　参加費１名分　17,500円　9/16～9/17
※文部科学省文教団体共同職員研修会（第２回）　参加費１名分　17,500円　10/27～10/28

研修費 14,300 14,300 令和4年2月28日
公務人材開発協会が主催する本研修会に参加することにより、国家公務員の育児休業制度や女子職員の健康・安全及び福祉に関する制度について包括的に学ぶため。
※育児休業制度等研修会参加費　1名分　2/5

3 （公財）大阪国際交流センター 法人会費（法人会員、年会費） 100,000 100,000 令和4年1月31日
本機構大阪日本語教育センターの隣接施設であり、卒業式や本センター主催イベント（国際交流フェス等）に利用する機会が多く、会員となることで施設使用料の割引が適用されるた
め。また、当該法人とは協働して留学生の交流事業を実施する機会が多い。
※法人会費2022年2月-2023年1月）1口分

895,400合計

令和３年度における公益法人等への会費支出の状況
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（一財）公務人材開発協会2
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